
- 1 -

中期的な財政見通しについて
平成１５年３月

１ 基本的な考え方
中期的視点に立った財政運営を進めるための検討の手かがりとするため、平成

１１年２月に策定した宮城県財政健全化推進計画の「財政の修正中期見通し」を見
直したものです。
この中期的な財政見通しの試算は、現在の財政構造を前提とし、平成１５年度予

算をベースに本県の財政収支が今後どのように推移するかを一定の条件設定により
算出したものです。

２ 試算の期間
中期見通しの期間は、平成１５年度から平成１９年度までの５年間

３ 試算の対象
一般会計を対象としています。

４ 試算の前提条件
経済成長率を名目で年０．０％の場合と０．５％の場合の２通りで試算していま

す。

＜推計方法＞
平成１４年度及び平成１５年度予算を前提に、財政再建推進プログラムを加味しなが

ら、一定の条件の下に機械的に算出しました。

県 税 ・特定税目を除き、０．０ 及び０．５ で推計% %
・同上地方消費税清算金

地 方 譲 与 税 ・同上
歳 地方交付税等 ・同上（一部の県税収入に連動）

国 庫 支 出 金 ・平成１５年度予算の財源構成を基に、歳出の各経費別伸率に
連動

県 債 ・平成１５年度予算の財源構成を基に、歳出の各経費別伸率に
連動

・臨時財政対策債は平成１６年度以降も発行と想定
入 ・充当率等は現行制度を前提とし推計

その他の歳入 ・平成１５年度予算の財源構成を基に、歳出の各経費別伸率に
連動

・財政再建推進プログラムを加味して推計
人 件 費 ・職員給与等は財政再建推進プログラムを加味し、平成１５年

度をベースに試算 ・退職手当は積上げによる。
歳 扶 助 費 ・伸率２．０％

公 債 費 ・各年度の償還額の積上げによる。
・借換債の発行を前提（再借換を含む）

出 ・平成１６年度以降発行額は上記歳入の県債見込みによる。
県税交付金等 ・歳入の県税試算に連動
投資的経費・ ・主要プロジェクトを除き平成１５年度以降同額
その他歳出



 (単位：億円、％)
平成14年度

a　 b　 伸率(b/a) c　 伸率(c/b) ｄ　 伸率(d/c) ｅ　 伸率(e/d) f 伸率(f/e)

2,340 2,280 -2.6% 2,280 0.0% 2,280 0.0% 2,302 1.0% 2,302 0.0%

372 408 9.7% 408 0.0% 408 0.0% 408 0.0% 408 0.0%

歳 21 27 28.6% 27 0.0% 27 0.0% 27 0.0% 27 0.0%

2,108 1,954 -7.3% 1,954 0.0% 1,954 0.0% 1,954 0.0% 1,954 0.0%

1,413 1,288 -8.8% 1,307 1.5% 1,325 1.4% 1,308 -1.3% 1,305 -0.2%

721 537 -25.5% 603 12.3% 603 0.0% 561 -7.0% 514 -8.4%

入 9 48 433.3% 43 -10.4% 16 -62.8% 0 皆減  　

その他の 歳 入 994 903 -9.2% 902 -0.1% 868 -3.8% 862 -0.7% 860 -0.2%

歳入合計　（Ａ） 7,978 7,445 -6.7% 7,524 1.1% 7,481 -0.6% 7,422 -0.8% 7,370 -0.7%

人　　件　　費 2,849 2,881 1.1% 2,865 -0.6% 2,859 -0.2% 2,875 0.6% 2,868 -0.2%

扶　　助　　費 265 229 -13.6% 234 2.2% 238 1.7% 243 2.1% 248 2.1%

歳 公　　債　　費 1,101 1,176 6.8% 1,163 -1.1% 1,114 -4.2% 1,100 -1.3% 1,121 1.9%

県税交付金等 685 734 7.2% 734 0.0% 734 0.0% 734 0.0% 734 0.0%

投 資 的 経 費 1,697 1,516 -10.7% 1,572 3.7% 1,581 0.6% 1,539 -2.7% 1,505 -2.2%

　補助事業等 1,118 1,001 -10.5% 1,042 4.1% 1,077 3.4% 1,034 -4.0% 1,027 -0.7%

出 　その他事業 579 515 -11.1% 530 2.9% 504 -4.9% 505 0.2% 478 -5.3%

その他の 歳 出 1,642 1,679 2.3% 1,729 3.0% 1,733 0.2% 1,731 -0.1% 1,695 -2.1%

歳出合計　（Ｂ） 8,239 8,215 -0.3% 8,297 1.0% 8,259 -0.5% 8,222 -0.4% 8,171 -0.6%

 歳入歳出差引(B)-(A)＝(C) -261 -770 195.0% -773 0.4% -778 0.6% -800 2.8% -801 0.1%

261 525 101.1% 532 1.3% 547 2.8% 569 4.0% 606 6.5%

0 -245 皆増 -241 -1.6% -231 -4.1% -231 0.0% -195 -15.6%

120 皆増 99 -17.5% 72 -27.3% 皆減 　

調 125 皆増 112 -10.4% 52 -53.6% 35 -32.7% 35 0.0%

整 　 20 皆増 40 100.0% 80 100.0% 皆減

　 10 皆増 10 0.0% 10 0.0% 10 0.0%

0 245 皆増 241 0.0% 174 皆増 125 -28.2% 45 -64.0%

0 0 　 0 　 -57 皆増 -106 86.0% -150 41.5%

基金残高 687 544 -20.8% 435 -20.0% 371 -14.7% 396 6.7% 405 2.3%

　 う ち 一 般 分 291 171 -41.2% 72 -57.9% 0 皆減 0 0

県債残高（借換債含む） 13,324 13,699 2.8% 14,147 3.3% 14,575 3.0% 14,972 2.7% 15,318 2.3%

臨時財政対策債除く 12,998 12,848 -1.2% 12,764 -0.7% 12,647 -0.9% 12,493 -1.2% 12,264 -1.8%

(注) (1)　一般会計ベース。投資的経費中、補助事業等とは普通建設/補助＋直轄事業をさす。

(2)　表中「基金」は、財政調整、県債管理、地域整備、国際化基盤整備の４基金。

(3)　県債残高には繰越を反映していない。

(4)　計算上、億円未満の端数は、各年度において四捨五入。

基金繰入(ルール分)

平成18年度 平成19年度

中期的な財政見通し　　～名目成長率０．０％～　　

県　　　　　　税

区　　　　　分
平成15年度 平成16年度 平成17年度

県　　　　　　債

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

地方交付税等

国 庫 支 出 金

地方財政対策          (D)
（臨時財政対策債）

 要調整額 (C)+(D)    (E)

基　金　取　崩　し

県　債　活　用

財　産　売　払

経　費　節　減

財源不足額  (E)+(F)    

　　計　  （Ｆ）

－２－



 (単位：億円、％)

平成14年度

a　 b　 伸率(b/a) c　 伸率(c/b) ｄ　 伸率(d/c) ｅ　 伸率(e/d) f 伸率(f/e)

2,340 2,280 -2.6% 2,292 0.5% 2,304 0.5% 2,339 1.5% 2,352 0.6%

372 408 9.7% 410 0.5% 413 0.7% 415 0.5% 417 0.5%

歳 21 27 28.6% 27 0.0% 27 0.0% 27 0.0% 27 0.0%

2,108 1,954 -7.3% 1,955 0.1% 1,955 0.0% 1,938 -0.9% 1,938 0.0%

1,413 1,288 -8.8% 1,307 1.5% 1,325 1.4% 1,308 -1.3% 1,305 -0.2%

721 537 -25.5% 603 12.3% 603 0.0% 561 -7.0% 514 -8.4%

入 基基金繰入金(ﾙ ｰ ﾙ分) 9 48 433.3% 43 -10.4% 16 -62.8% 0 皆減  　

その他の 歳 入 994 903 -9.2% 902 -0.1% 868 -3.8% 862 -0.7% 860 -0.2%

歳入合計　（Ａ） 7,978 7,445 -6.7% 7,539 1.3% 7,511 -0.4% 7,450 -0.8% 7,413 -0.5%

人　　件　　費 2,849 2,881 1.1% 2,865 -0.6% 2,859 -0.2% 2,875 0.6% 2,868 -0.2%

扶　　助　　費 265 229 -13.6% 234 2.2% 239 2.1% 243 1.7% 248 2.1%

歳 公　　債　　費 1,101 1,176 6.8% 1,163 -1.1% 1,114 -4.2% 1,100 -1.3% 1,121 1.9%

県税交付金等 685 734 7.2% 738 0.5% 742 0.5% 746 0.5% 750 0.5%

投 資 的 経 費 1,697 1,516 -10.7% 1,572 3.7% 1,581 0.6% 1,539 -2.7% 1,505 -2.2%

　補助事業等 1,118 1,001 -10.5% 1,042 4.1% 1,077 3.4% 1,034 -4.0% 1,027 -0.7%

出 　その他事業 579 515 -11.1% 530 2.9% 504 -4.9% 505 0.2% 478 -5.3%

その他の 歳 出 1,642 1,679 2.3% 1,729 3.0% 1,732 0.2% 1,731 -0.1% 1,695 -2.1%

歳出合計　（Ｂ） 8,239 8,215 -0.3% 8,301 1.0% 8,267 -0.4% 8,234 -0.4% 8,187 -0.6%

 歳入歳出差引(B)-(A)＝(C) -261 -770 195.0% -762 -1.0% -756 -0.8% -784 3.7% -774 -1.3%

261 525 101.1% 532 1.3% 547 2.8% 569 4.0% 606 6.5%

0 -245 皆増 -230 -6.1% -209 -9.1% -215 2.9% -168 -21.9%

120 皆増 88 -26.7% 83 -5.7% 皆減 　

調 125 皆増 112 -10.4% 52 -53.6% 35 -32.7% 35 0.0%

整 　 20 皆増 40 100.0% 80 100.0% 皆減

　 10 皆増 10 0.0% 10 0.0% 10 0.0%

0 245 皆増 230 0.0% 185 皆増 125 -32.4% 45 -64.0%

0 0 　 0 　 -24 皆増 -90 275.0% -123 36.7%

基金残高 687 544 -20.8% 447 -17.8% 371 -17.0% 396 6.7% 405 2.3%

　 う ち 一 般 分 291 171 -41.2% 83 -51.5% 0 皆減 0 0

県債残高（借換債含む） 13,324 13,699 2.8% 14,147 3.3% 14,575 3.0% 14,972 2.7% 15,318 2.3%

臨時財政対策債除く 12,998 12,848 -1.2% 12,764 -0.7% 12,647 -0.9% 12,493 -1.2% 12,264 -1.8%

(注) (1)　一般会計ベース。投資的経費中、補助事業等とは普通建設/補助＋直轄事業をさす。

(2)　表中「基金」は、財政調整、県債管理、地域整備、国際化基盤整備の４基金。

(3)　県債残高には繰越を反映していない。

(4)　計算上、億円未満の端数は、各年度において四捨五入。

財　産　売　払

経　費　節　減

財源不足額  (E)+(F)    

　　計　  （Ｆ）

地方財政対策          (D)
（臨時財政対策債）

 要調整額 (C)+(D)    (E)

基　金　取　崩　し

県　債　活　用

県　　　　　　債

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

地方交付税等

国 庫 支 出 金

平成18年度 平成19年度

中期的な財政見通し　　～名目成長率０．５％～　　

県　　　　　　税

区　　　　　分
平成15年度 平成16年度 平成17年度

－３－


